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女子学生・生徒が障害者の「生きがい」支援を
どのように意識 しているかに関する一考察

1日 はじめに

豊かなソーシャルサポー トネットワークは、

障害を持つ人のみならず、すべての人にとっ

て「生きがい」を持ち、健康で自立した生活

をしていくうえで、大きな役割を果たすもの

であると考える。

しかし近年、高齢者独居世帯や未婚単独世

帯などの増加による単独世帯の増加傾向や、

介護の担い手であった女性の就労の増加とい

った社会の動向は、世帯内での介護力の不足

による介護の困難さを推測させるところであ

る。また、地域のつながりにおいては、近所

での付き合いを「親しく付き合っている」と

回答する数が年々減少 していることからも、

つながりの希薄化傾向がみられている1)。

このことから、地域のソーシャルサポー ト

ネットワークが必ずしも豊かなものであると

はいえない。

さらに、我が国の他の国に例のない急激な

少子高齢化は2)、
様々な社会保障サービスの

ニーズが生じてくることが予測され、介護保

険制度のようなフォーマルなソーシャルサポ

ー トネットワークの活用だけでなく、豊かな

インフォーマルなソーシャルサポー トネット

ワークが期待されているところである。

そこで、ソーシャルサポートを担う世代の

人々である学生・生徒のソーシャルサポー ト
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に対する意識を調査することによって、今後

求められる障害者支援教育を考える一助とす

ることを目的に、本研究を行った。

2.調査方法

2.1 調査対象者

大阪府下、兵庫県下にある、女子高等学校

及び大学に在籍 している生徒・学生409名 を

対象に、質問紙法による調査を行った。

2.2 予備調査

障害を持つ人の「支援活動」について、予

備調査を行った。

大学生109名 を対象に、平成15年 4月 に

「どのようなことが障害を持つ人に必要な支

援だと思うか (以下、学生の考える障害者支

援 )」 という間に対 して、自由記述で回答を

求めた。その内容をKJ法 で分類 し、質問紙

作成の資料とした(表 1)。

2.3 質問紙及び実施方法

「障害」は、多岐にわたつていることから、

より具体的なイメージを調査対象者に持たせ

るために、「障害」を「身体的障害」に焦点

を当てて限定し、質問紙を作成した。
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2.3.1 フェイスシート

フェイスシー トは、学年および年齢・家族

構成 (祖 父母 との同居体験、兄弟姉妹の有

無)・ 身体障害を持った人との接触経験の有

無及び接触経験の頻度とした。

身体障害を持つ人との接触経験は、「 1。

近親者に障害を持つ人がいる」を接触経験が

非常に多い群、「 2。 友人に障害を持つ人が

いる」及び、「3.ボ ランテイア活動に参加

している」を自発的な接触経験が多い群、

「4.実習などの学校のカリキュラム」及び、

「 5。 施設見学」といった教育的介入による

ものを接触経験が少ない群とし、 1～ 5の項

目に当てはまらない接触経験を6.そ の他、

として、接触経験の内容を調査対象者が記入

するようにした(表 2)。

2.3.2「生きがい」づくりにつながると思う

支援活動について

予備調査で得た「学生の考える障害者支援」

表 1 予備調査 :学生の考える障害者支援

支 援 項 目 記入人数

障害の正 しい知識を身につけ、障害を持つ人の立場を理解する 55ノ、

周囲の人、一人一人が障害者支援に対する意識を持つ 49ノ、

施設の整備 (バ リアフリー)や場所の提供など地域・社会環境の改善 33ノ、

手話や点字翻訳などのニーズに対する援助 と援助方法の学習機会 15人

ボランテイア活動参加と啓蒙 6人

障害者施設の整備 3人

統合保育などの幼少時からの教育活動 2人

家族のサポー ト 2人

家族に対 しての支援活動

専門家の協力

寄付

行政の取 り組み

1人

1人

1人

表2 文寸象者の属性及び障害者との接触経験

属 性

接触経験あり
接触経験

なし
接触経験が

非常に多い

自発的な接触

経験が多い

接触経験が

少ない
小計

年齢 (N=409)* 高校 1年生

高校 3年生

大学生25歳未満

大学生25歳以上

23

14

47

5

19

25

64

2

7

17

22

0

49

56

133

7

30

51

82

1

兄 弟 姉 妹

(N=405)

あり

なし

82

5

102

7

42

4

226

16

152

11

祖父母と同居経

験 (N=406)*

あり

なし

35

52

23

23

113

129

54

110

*p<(0.05



と、先行文献3～助を参考に、以下の「生きが   ての質問(以下、「生きがい」支援活動)36項

い」づくりにつながると思う支援活動につい   目作成した(表 3)。

表3 「生きがい」支援活動 36項 目

1)官庁施設や公民館 0図書館等のバリアフリー化

2)公的介護支援制度の活用方法の普及

3)障害年金や手当て金等の社会保障の活用促進

4)住宅改造等の住居のバリアフリー化への助成金の交付

5)福祉ホーム・グループホーム等の自立支援型入居施設の整備

6)訪問介護・短期入所・デイサービス (日 帰 り介護)の 充実

7)障害のある人が活用できるスポーツ・レクリエーション施設の整備

8)障害のある人のスポーツ・レクリエーシヨンの開催

9)同 じような障害のある人の会 (患者会)への参加の奨励

10)旅行や行楽等の趣味活動への補助者の配置

11)障害者作業所等の授産施設の設置および充実

12)地域住民に対するボランテイア活動への普及啓蒙

13)学校や地域の人を対象とした障害の原因や発生の機序についての学習会

14)学校や地域の人を対象とした生活習慣病の予防啓発

15)学校や地域の人を対象とした車椅子操作方法などの介助法の学習会

16)学校や地域の人を対象とした人権教育

17)学校教育の場における障害のある子 どもとない子どもの共に活動する交流教育の促進

18)盲 ・聾・養護学校等特殊学校や障害者施設の見学

19)障害のある人を対象とした障害の再発予防教育の促進

20)障害のある人が運転免許等の各種資格を取得するためのサービスの充実

21)障害のある人を対象としたパソコンなどの情報通信機器を活用するための学習会

22)同 じような障害のある人による、障害のある人に対する相談活動の推進

23)学校や地域、企業を対象とした趣味や余暇活動の奨励

24)一般企業等における障害のある求職者の特別なニーズに考慮 した採用過程での調整

25)雇用における障害のある人への特別枠の設定

26)就職中に事故や病気により受障した中途障害者に対する早期介入と適切なサービスの紹介

27)中途障害者を徐々に戻す対策

28)中途障害により以前の職務遂行が不可能になった場合に別の職務の施行機会を与える

29)障害のある労働者が職務を遂行するためのワークステーション等の設備の改造

30)障 害のある労働者の障害に応 じた労働内容、労働時間の設定

31)障害のある労働者の障害の特別なニーズに考慮 した安定 した収入の保障

32)障 害や疾患等の研究の促進

33)福祉機器の研究開発および普及

34)社 会福祉士やソーシャルワーカー等の福祉専門職者の養成および確保

35)理学療法士や作業療法士等の保健医療専門職者の養成および確保

36)障害のある人の家族への相談活動



支援活動が「生きがい」につながると思う

のかを、 1。 とても思う、 2。 やや思う、 3。

あまり思わない、4.ま ったく思わないの 4

件法で回答を求めた。

2.4 調査時期

2003年 6月 から10月 に、授業中およびホー

ムルームの時間を使って質問紙の配布、回収

を行った。

2。 5 倫理的配慮

紙面と口頭にて研究の主旨を説明し、調査

結果は統計的に処理することや本研究の目的

以外に調査を使用することがないことを説明

し、質問紙を配布した。

2.6 解析方法

データの集計および解析に当たっては、

SPSS ll.5J For Windowsを使用した。

3.結  果

3.1 「生きがい」支援活動の因子分析

身体的障害のある人への「生きがい」支援

活動 36項 目の質問について、主成分分析を

行い、固有値が 1以上の 5因子についてプロ

マックス回転を行った。第 5因子までの累積

寄与率は64.940%である。

第 1因子は、「生 きがい」支援活動項目 1)、

2)、 3)、 4)、 5)、 6)、 7)、 8)、 9)、

10)、 11)、 12)と いう12項 目である。

第 2因子は、「生きがい」支援活動項目24)、

25)、 26)、  27)、  28)、  29)、  30)、  31)と いう

8項 目であるが、他の因子との差が 0。1以上

の27)、 29)の 2項 目を除外 し、 6項 目とし

た。

第 3因 子 は、13)、 14)、 15)、 16)、 18)、

19)の 6項 目であるが、他の因子 との差が

0.1以 上の15)を 除外 し、 5項 目とした。

第 4因子は、32)、 33)、 34)、 35)、 36)の

5項 目である。

第 5因子は、17)、 20)、 21)、 22)、 23)の

5項 目であるが、他の因子 との差が 0。1以上

の17)を 除外 し、 4項 目とした。

それぞれの因子について、構成する項目の

特性により、第 1因子「住みよい環境の基盤

づ くり」、第 2因 子「障害のある人の就労」、

第 3因 子「障害 (者 )理解教育」、第 4因 子

「医療・福祉」、第 5因子「障害者の学習機会」

とした(表 4)。

3.2「生きがい」支援活動についての内的

整合性 (信頼性)の検討

信頼性係数として、CrOnbachの α係数を

算出 した。各因子のα係数は、第 1因 子

は.9387、 第 2因 子は。8787で 、第 3因 子

は。8441で 、第 4因 子は.8853で 、第 5因 子

は.8686で あり、十分な信頼性が確認されて

いる。

また、項目一全体相関においても、第 1因

子は「住みよい環境の基盤づくり」では、

「生きがい」支援活動 1)(γ =.697,p<0。 001)、

2)(γ =.792,p<0.001)、  3)(γ =.793,

p<0.001)、  4)(γ =。 791,p<0。 001)、 5)

(γ =。 810,p<0。 001)、  6)(γ =.770,p<
0。 001)、  7)(γ =。 766,p<0。 001)、  8)

(γ =.739,p<0.001)、 9)(γ =。 738,p<
0。 001)、 10)(γ =.779,p<0。 001)、 11)

(γ =.822,p<0。 001)、 12)(γ =.786,p<
0。001)と 、強い相関があった。

第2因子は「障害のある人の就労」では、

「生きがい」支援活動項目24)(γ =.773,p<

0。 001)、 25)(γ =.763,p<0。 001)、 26)

(γ =.785,p<0。 001)、 28)(γ =。 791,p<
0.001)、 30)(γ =。 792,p<0。 001)、 31)

(γ =.846,p<0。001)と 、すべ ての項 目で強

い相関があった。

第 3因 子は「障害 (者 )理 解教育」では、

「生きがい」支援活動項目13)(γ =。808,p<

0.001)、 14)(γ =.791,p<0。 001)、 16)

(γ =.750,p<0。 001)、 18)(γ =.771,p<



表4「生きがい」支援活動についての因子分析

質 問 項 目 第 1因子 第 2因子 第 3因子 第 4因子 第 5因子

生きがい支援活動項目11) 1822 .488 .475 .509 .485

生きがい支援活動項目 5) 18101 .460 。444 .507 .487

生きがい支援活動項目3) :811011 .490 .432 .468 .425

生きがい支援活動項目2) i::8071 .513 .423 .496 .477

生きがい支援活動項目4) 17917 。489 .375 .552 .520

生きがい支援活動項目12) I軍81 。389 .565 .460 .420

生きがい支援活動項目6) 1764 。416 。470 。487 .426

生きがい支援活動項目10) ::1762 .432 .424 .526 。543

生きがい支援活動項目7) 17531 .371 .342 .505 .611

生きがい支援活動項目9)
'7471

.350 .509 .447 .474

生きがい支援活動項目8) 1712 .328 .435 .467 .560

生きがい支援活動項目1) 17071 。419 。247 。426 .446

生きがい支援活動項目31) .429 :8891 .441 .573 .521

生きがい支援活動項目28) .468 :7891 .372 .631 .619

生きがい支援活動項目26) .442 17177 。406 。499 .580

生きがい支援活動項目24) .427 :756 .377 .374 。448

生きがい支援活動項目30) .447 :7531 .415 .591 .537

生きがい支援活動項目25) 。370 1748:: .415 .377 .328

生きがい支援活動項目13) 。433 .396 ５

一一

０

一一

８

一一
.423 .345

生きがい支援活動項目19) 。486 。462 17190 .422 .453

生きがい支援活動項目14) 。498 .403 76311 。472 .379

生きがい支援活動項目16) .358 .360

'7421

。548 .490

生きがい支援活動項目18) .402 .444 1728 .442

生きがい支援活動項目35) .496 .511 。465 :8701

生きがい支援活動項目34) .561 。459 18651 .583

生きがい支援活動項目33) .563 .522 .424 :843 .513

生きがい支援活動項目32) 。472 .474 。489 |,758 .474

生きがい支援活動項目36) .484 。448 .480 .465

生きがい支援活動項目20) .537 .527 .511 1868

生きがい支援活動項目21) .516 .536 .531 :864

生きがい支援活動項目22) .512 .551 。594 .530 :78基

生きがい支援活動項目23) .506 .530 .552 .471 I=:111748

固有値 16.266 2.508 1.792 1.372 1.231

寄与率 (%) 45。 183 6。 968 4.977 3.812 3.420

Cronbachの α係数 。9387 .8787 .8441 .8853 .8686



0。 001)、 19)(γ =◆804,p<0。 001)と 、すべ

ての項目で強い相関があった。

第 4因子は「医療・福祉」では、「生きが

い」支援活動項目32)(γ =.795,p<0。 001)、

33)(γ =.836,p<0。 001)、 34)(γ =.871,

p<0。 001)、 35)(γ =.870, p<0.001)、 36)

(γ =。 774,p<0。 001)と 、すべ ての項 目で強

しサロ関があった。

第 5因子「障害者の学習機会」においても、

「生きがい」支援活動項目20)(γ =.846,p<

0。 001)、 21)(γ =.860,p<0。 001)、 22)

(γ =.850,p<0。 001)、 23)(γ =。838,p<
0。 001)と 、すべての項目で強い相関があっ

た。

したがって、十分な内的整合性があること

が確認されたc

3。 3 障害者との接触頻度による「生きがい」

支援活動意識の比較

「生きがい」支援活動について、障害者と

の接触頻度で比較してみると、第 1因子「住

みよい環境の基盤づ くり」では、有効回答

398で 、障害者との接触経験の非常に多い群

85名 の平均値は1。 5± 0。 5、 自発的な接触経験

の多い群108名 の平均値は1.5± 0。 5、 接触経験

の少ない群46名 では平均値 1。 4± 0。 5で、接触

経験なし群159名 の平均値は1.5± 0。5で 、接触

経 験 の頻 度 に よる有 意 差 は なか っ た

(F=.886, df=3, nes。 )。

第 2因子「障害のある人の就労」では、有

効回答400で、障害者との接触経験の非常に

多い群86名 の平均値は1.8± 0.6、 自発的な接

触経験の多い群106名 の平均値は1.7± 0.5、 接

触経験の少ない群46名 では平均値1.7± 0.6で 、

接触経験なし群162名 の平均値は1.7± 0.5で 、

接触経験の頻度による有意差はなかった

(F=.878, df=3, n.s.)。

第 3因子「障害 (者 )理解教育」では、有効

回答399で、障害者との接触経験の非常に多

い群85名 の平均値は1。 9± 0.6で 、自発的な接

触経験の多い群107名 の平均値は1.9± 0。 6で 、

接触経験の少ない群46名 では平均値1.9± 0。 6、

接触経験なし群161名 の平均値は1。9± 0。 6で 、

接触経験の頻度による有意差はなかった

(F=。 109, df=3, nos。 )。

第 4因 子「医療・福祉」では、有効回答

394で 、障害者との接触経験の非常に多い群

86名 の平均値は1。 6± 0.6で 、自発的な接触経

験の多い群109名 の平均値は1。 5± 0、4で、接触

経験の少ない群45名 では平均値 1。 4± 0.5で 、

接触経験なし群154名 の平均値は1.6± 0.5で 、

接触経験の頻度による有意差はなかった

(F=。 764, df=3, nes.)。

第 5因子「障害者の学習機会」では、有効

回答400の うち、障害者との接触経験の非常

に多い群86名 の平均値は1.6± 0.6で、自発的

な接触経験の多い群107名 の平均値は1.5± 0.5

で、接触経験の少ない群46名 では平均値

1.6± 0.6で 、接触経験なし群161名 の平均値は

1.7± 0.6で 、接触経験の頻度による有意差は

なかった(F=1。 102, df=3, n.se)。

このことか ら、障害者 との接触経験は、

「生きがい」づ くり支援活動を考えるに当た

って大きな影響を与えるとはいえない(表 5)。

3.4 年齢階層による「生きがい」支援活動

意識の比較

「生きがい」支援活動について年齢階層別

に比較を行った。

第 1因子「住みよい環境の基盤づ くり」で

は、有効回答は398で、高校 1年生75名 の平

均値は1.7± 0.5で 、高校 3年生107名 の平均値

は1.6± 0。5で 、25歳未満大学生208名 の平均値

は1.4± 0。 5で、25歳以上の大学生 8名 の平均

値は1。 1± 0。 1で あった。

「住みよい環境の基盤づ くり」が「生きが

い」につながる活動であるという意識は、年

齢階層が高 くなるほど「生きがい」につなが

ると考えているという有意差がみ られた

(F=8。 678, df=3, p<0。 001)。



表5 接触経験による「生きがい」支援活動意識

因 子
接触経験が非常

に多い (N)

自発的接触経験
が多い (N)

接触経験が少ない

(N)

接触経験がない

(N)

住みよい環境の基盤づくり 1.5± 0.5(91) 1.5± 0.5(117) 1。4± 0.5(51) 1.5± 0.5(170)

障害のある人の就労 1.8± 0.6(92) 1.7± 0.5(115) 1.7± 0。6(51) 1。 7± 0.5(172)

障害(者 )理解教育 1.9± 0.6(91) 1.9± 0.6(116) 1.9± 0.6(51) 1.9± 0.6(170)

医療 福祉 1.6± 0.6(92) 1.5± 0.4(118) 1。4± 0.5(51) 1.6± 0.5(163)

障害者の学習機会 1.6± 0.6(92) 1.5± 0.5(116) 1.6± 0.6(51) 1.7± 0.6(171)

表6 年齢階層による「生きがい」支援活動意識

項 目
高校 1年生

(N)

高校 3年生

(N)

25歳未満大学生

(N)

25歳以上大学生

(N)

住みよい環境の基盤づくり*2
1.7± 0。5(75) 1.6± 0.5(107) 1.4± 0.5(208) 1.1± 0.1(8)

障害のある人の就労
*2

2.0± 0.6(77) 1.7± 0.5(106) 1.7± 0.5(209) 1.5± 0。3(8)

障害(者 )理解教育
*1

2.0± 0.5(77) 2.0± 0.6(106) 1.8± 0.6(208) 1.9± 0。7(8)

医療・福祉
*2

1.8± 0.6(79) 1.6± 0.5(101) 1.5± 0.5(206) 1.3± 0.3(8)

障害者の学習機会
*2

1.9± 0.6(77) 1.6± 0.6(106) 1.5± 0.5(209) 1.3± 0.5(8)

*lp<〔
0.05, *2p<〔 0.001

第 2因子「障害のある人の就労」では、有

効回答は400で、高校 1年生77名 の平均値は

2.0± 0.6で 、高校 3年生106名 の平均値は

1。 7± 0.5で、25歳未満大学生209名 の平均値は

1。 7± 0.5で 、25歳以上の大学生 8名の平均値

は1.5± 0。3であつた。

第 1因 子同様に、「障害のある人の就労」

が、年齢階層が高 くなるほど「生きがい」に

つながると考えているという有意差がみられ

た(F=6.846, df=3, p<0。 001)。

第 3因子「障害 (者 )理解教育」では、有効

回答399で、高校 1年生77名 の平均値は2.0±

0.5、 高校 3年生106名 の平均値は2.0± 0。 6、

25歳未満大学生208名 の平均値は1.8± 0。 6、 25

歳以上の大学生 8名 の平均値は1.9± 0.7で あ

った。

高校 1年生、高校 3年生、25歳以上の大学

生、25歳未満の大学生の順に「障害(者 )理解

教育」が「生きがい」につながると考えてい

るという有意差がみられた(F=2.650,df=3,

p<0。 05)。

第 4因子「医療・福祉」では、有効回答は

394で 、高校 1年生79名 の平均値は1.8± 0.6で

高校 3年生101名 の平均値は1.6± 0.5で 、25歳

未満大学生206名 の平均値は1.5± 0.5で 、25歳

以上の大学生 8名 の平均値は1。 3± 0.3で あっ

た。

年齢階層が高 くなるほど、「医療・福祉」

が「生きがい」につながると考えているとい

う有意差がみられた(F=7.021,df=3,p<
0。001)。

第 5因子「障害者の学習機会」では、有効

回答は400で 、高校 1年生77名 の平均値は

1。 9± 0.6で 、高校 3年生106名 の平均値は

1。6± 0.6で 、25歳未満大学生209名 の平均値は

1.5± 0.5で 、25歳以上の大学生 8名 の平均値

は1.3± 0。5で あつた。

他の因子と同様に、年齢階層が高 くなるほ

ど、「障害者の学習機会」が「生きがい」に

つながると考えているという有意差がみられ

た(F=8.149, df=3, p<0。 001)。

つまり、第 3因子「障害 (者 )理解教育」 と



いう啓蒙教育活動のみが、25歳以上の大学生

において、他の年齢階層よりも重要と考えて

いるという結果がみられなかったが、これを

除いたすべての因子において、年齢階層が上

がるに伴って「生きがい」づくり支援活動で

あるという意識が高まるという有意差がみら

れた(表 6)。

4.考  察

4.1 障害者の「生きがい」支援活動に対す

る社会的意識

障害を持つ人との接触経験が、障害者イメ

ージをおおむね肯定的に変容させるという先

行研究から6～ 9)、
接触経験が「生きがい」支

援活動意識に何らかの影響を及ぼすのではな

いかと考えていたが、今回の結果において、

障害を持つ人との接触頻度による有意差は観

察されなかった。

しか し、年齢階層別においては、「障害

(者 )理解教育」という教育活動のみが、25歳

未満の大学生と25歳以上の大学生が逆転して

おり、他の年齢階層よりも重要と考えている

という結果がみられなかったが、これを除い

てすべての因子において、年齢階層が上がる

ほど、「生きがい」支援活動につながるとい

う意識が高まるという有意差がみられた。

このことから、障害を持つ人の「生きがい」

支援活動の意識の形成は、個人がどのように

障害を持つ人と関わっていくかというよりも、

学校といった社会的集団が、どのように関わ

っていくかが、重要であると考える。

つまり、「イ固人」対「障害を持つ人」では

なく、「社会」対「障害を持つ人」の関わり

に焦点を当てた教育的介入が、障害を持つ人

の「生きがい」支援活動につながると推測す

るところである。

年齢階層による有意差は、地域や学校で行

われている教育や、マスメデイアを通じて得

られる時間の積み重ねにより障害を持つ人の

ニーズが、障害者支援意識の形成に影響を与

えているのではないかと推測される。

年齢が上がるごとに、知識と経験から、障

害を持つ人のニーズの多様性がより具体的に

イメージされることによつて、「生 きがい」

支援のためのより多くの具体的な困難さがイ

メージされ、そのため「そう思う」という回

答が増えたのではないかと考えることができ

る。

しかしながら、今回の調査対象者は、高校

1年生の青年期前期から25歳以上の大学生と

いう青年期後期までの年齢についてであ り、

強く自己を意識する時期から徐々に他者との

関係の構築へと変化していく発達段階にあり、

そのことが、年齢階層が上がるに従 って、

「生きがい」支援活動であるという意識が高

まったという有意差がみられたという可能性

も考えられる。

4.2 個人が意識する障害者の「生きがい」

支援活動の基盤となるもの

それでは、障害者の「生きがい」支援意識

の形成を教育の中に取 り入れていく上で、ど

のような方法が有効であるのかについて、考

えを進めてみる。

障害者の「生きがい」支援意識を考えるに

当たってはノーマライゼーシヨンや共生とい

った言葉がよく使われているが、これらの言

葉は、何の偏見も持たず、ありのままの障害

(者 )を そのままの姿で内に取 り込み、皆が共

に「納得」して生 きることであると考える。

つまり、障害者の「生きがい」支援は、偏見

を持つことをいかに防ぐかを考えた教育的介

入でなければならないと考える。

そして、偏見のない教育的介入を行うため

には、偏見が生じる背景について知っておく

必要がある。徳田らは、障害者に対する偏見

がなぜ生まれるのかについて、従来からの説

として、

1.障害者との直接的な体験によって生ま

れる偏見として、出会う前に障害者に



対 して好意的な感情を持っていない場

合において、直接的に接触することに

よってむしろ偏見が強まる場合がある。

2。 テレビやマスコミによる障害者の奇行

や非行がクローズアップされることに

よる「障害者=こ わい」という偏見や、

過度の賛美による「障害者=がんばる

姿 =美談」といった、過度の普遍化

(強調化)に よる偏見。

3.無知に基づく偏見。

4。 うわさに基づ く偏見。

を挙げているЮ)。

現在、総合的学習の中でのノーマライゼー

ション教育や、教員免許の取得を希望する学

生には、障害者、高齢者に対する介護、介助、

あるいは交流等が必要とされているといった

ように、様々な形で展開されている。

「ノーマライゼーシヨン」という概念が、

キリス ト教に基づ く文化を持つ社会から発生

したものであ り、「ノーマライゼーシヨン」

という用語が、うわべだけの理解で広がって

いくという危険が、教育的介入の不備によっ

て起こりうるのではないかと危惧 している。

例えば、すべての野球好きの子どもがメジ

ャーリーガーになれるわけではない。しかし、

有名選手の子 どもの頃からの練習を紹介 し、

同じ方法で「がんばりなさい」と指導しても、

すべての野球少年が、プロ野球選手になれる

わけではないにもかかわらず、「がんばって

練習をすること」が一番大切であると思わせ

ている危険がある。換言すれば、「がんばっ

て練習すること」=「上達」であ り、「上

達」=「がんばって練習した」結果として評

価され、すべての野球好きの子どもがプロ野

球選手になれないにもかかわらず、上達しな

い原因を努力不足であるかのように感 じさせ

てしまうというような危険である。野球をす

るという能力 (才能)の 「差異」に対する着目

が薄く、能力の「差異」によって上達の幅の

制限が生 じた場合でも、「もっと努力をすれ

ばよかったのではないか、努力が不足してい

たのではないか」という自尊感情を低下させ

るような負の感情を持たせてしまう危険が、

日本の教育の中にはあるのではないかという

懸念である。

障害を持つ人についても、「障害者が目標

達成にむかってがんばっている姿」のみが高

く評価され、その評価を行うことに対する責

任を持つことがない、また結果がどうなった

かを見届けることがない、という無責任さを

感 じるところである。

大学生を対象に、視覚障害学生に対する援

助について行われた調査において、環境整備

などについては肯定的であるが、合格点の見

直しや試験時間の延長といった援助に対して

は否定的であつたという報告
11)か らも、「差

異」に着日しない傾向がうかがえる。

「ノーマライゼーシヨン」や「共生」を、

指導者が、何の偏見を持たずありのままの障

害 (者 )を そのままの姿で内に取 り込むように

教育的介入ができているかということが、間

題となる。教育的介入の不足は、無知やうわ

さによる偏見が生じる危険性があるが、教育

的介入の不備によつて、障害者の過度の普遍

化 (強調化)に よる偏見が生じるという危険が

考えられる。

倉本は「いま、障害者をめぐる状況はかつ

てとくらべ、相当に複雑で見通しのききづら

いものになりつつある。メデイアや学校教育

を通じ、一方的で画一的な障害者イメージが

流布される一方、健常者の大半は、彼ら/彼

女らの生の現実にふれる機会とその意味を読

み解 くすべを持たずにいる。「障害者を理解

する場」「障害者と健常者の交流の場」とさ

れるイベントの多 くは、障害者の現実を伝え

るどころか、逆に、障害者の<生 >と そのイ

メージを健常者にとって都合のいいものへと

変形し、再生産するための装置として機能し

ている。「ノーマライゼーシヨン」や「共生」

といった耳障りのいいことばが社会にあふれ



ている中、現実の障害者の存在はむしろ不可

視化されてきているとも言える」
12)と

、障害

者プロレスの ドッグレッグスの活動などを例

にして述べている。

努力によって、より「生きがい」を高める

ような生活を送ることができる障害を持つ人

の行為を、決して、非難しているのではない。

そのことは、高く評価されるべきことを行

った結果の一つである。しかし、それだけを

評価するのではなく、その結果を導き出した

多くの要因と、「生きがい」を高めるような

生活を送ることができる状況を生み出さなか

つた原因を探るという姿勢を忘れては、十分

な「ノーマライゼーシヨン」の浸透に対する

教育的介入は行うことができないと考える。

「差異」を知りながら、「差異」に対して

何が必要で、何が必要でないのかを考えるこ

とができる教育が、よりよい障害者の「生き

がい」支援意識を形成するのではないかと考

える。

山内は、障害者に対する偏見的態度をポジ

テイブに変容させる条件として、「①偏見と

一致しないポジテイブな情報を得ることので

きる接触。②障害者をカテゴリーとしてでは

なく、一個人としてみるような接触。③障害

者と健常者の差異性・異質性ではなく類似性

が着目される接触。④偶然ではなく、計画的

に行われるポジテイブな相互作用の接触。⑤

接触する相手との対等な関係が作られる接

触」としており13)、 徳田らは、幼少時からの

障害理解教育の必要性について、「①気づき

の段階、②知識化の段階、③情緒的理解の段

階、④態度形成段階、⑤受容的行動の段階」

として、段階を踏まえた教育的介入を行う必

要性を述べているが14)、 先行研究を比較検討

するとともに、今後、さらに有効な方法につ

いての調査を行うことが必要であると考えて

いる。

5.おわりに

「健康障害」による自殺は大きな社会問題

であり
1つ

、「自殺」という行為は、「生きがい」

の喪失がもたらした結果である。

この状況を改善するために考えるべき「生

きがい」をどのように支援 していくのかにつ

いての方向性として、欧米で行われている介

入方法に加えて、日本人の文化的な背景を据

えた新たな「健康」への介入方法が求められ

ていると考える。

欧米における不健康な状態とは、健康を害

することであり、身体の機能の一部が停滞す

る、あるいは停止 したためにセルフケアでき

ない状態を示すものである。したがって、現

代医学や看護、福祉は、疾病や障害 という、

身体の機能が停滞する、あるいは停止 した状

態を、再び元の状態に戻す、もしくは近づけ

るための介入であるとされてきた。

R Nightingaleに 始まる近代看護 もまた、

このような健康観に基づき、身体の機能が停

滞する、あるいは停止 した状態を、再び元の

状態に戻す、もしくは近づけるための介入の

実践である。

それに対して、日本における不健康な状態

とは、均衡を保っていたものが均衡を失った

状態であると考える。つまり、日本人の考え

る「健康」とは、回転している独楽のごとく、

早 く回転していても、緩やかに回転していて

も、独楽は回転しているのと同様に、若い頃

は活発に活動し、加齢における身体的変化に

よって活動は低下しても、未だ活動が停止す

ることなく持続していれば、不健康ではない

と、判断しているのではないかと考える。

日本人にとっては「一病息災」であったり、

身内の手助けを得て、「人様の世話」になら

ない状態であれば、自らを「健康ではない」

とは判断しないのではないかと推測する。

障害を持つ人においても、身近なサポー ト

する「うち」なる者の介入が「生きがい」支

援活動につながるのではないかと考える。



まず、「生きがい」を支えるためには、家

族以外のソーシャルサポー トが、大きな役割

を呆たすことを踏まえて考える必要がある16)。

次に、今回の結果から、ソーシャルサポー

トを担う世代の人々である学生・生徒の、障

害を持つ人の「生きがい」づくり支援活動意

識は、障害者への支援活動実践とは直接的に

結びつくものではなく、年齢階層の上昇によ

る変化がみられたということから、学校を含

む社会教育に対する充実を図らなければなら

ないと考える。

つまり、障害を持つ人の「生きがい」を支

援するために、学生・生徒の、現在行ってい

る実践活動が、障害を持つ人のソーシャルサ

ポー トであり「生きがい」支援に結びつく支

援活動であるという認識を持つことができる

ような、教育的な介入が必要である。

学生・生徒も、それぞれの生活の中で様々

な価値観を見いだしている。また、障害を持

つ人、特に、その人が高齢であればあるほど、

それぞれに長い生活歴があり、価値観もさら

に多様化している。その中で、互いの価値観

が傷つけることなく、共に生きていくことの

できる支援活動の実施を支えていくことが重

要である。

6日 本研究の限界と今後の課題

本研究は、人間発達に関連する学部の大学

生や、カトリックミッションスクールといっ

た、比較的、ボランテイア意識の高いと思わ

れる学生・生徒の集団を、調査の対象者とし

た。したがって、今回得られた結果が、今後

の障害者支援や介護を担う世代の指標よりも、

障害者支援に肯定的な結果であった可能性が

否定できないという限界があった。

また、障害を持つ人への支援活動実践を促

進 していくことが、「生きがい」支援活動に

つながるのであれば、実践につながる有効な

教育的介入方法についても、今後、より具体

的な策を検討していかなければならないと考

える。
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